
 

 

地域間格差・地方分権調査特別委員会会議記録 

 

地域間格差・地方分権調査特別委員会委員長 嵯峨 壱朗 

１ 日時 

  平成 22 年９月２日（木曜日） 

  午前 10 時４分開会、午前 11 時 56 分散会 

２ 場所 

  第４委員会室 

３ 出席委員 

  嵯峨壱朗委員長、高橋昌造副委員長、工藤大輔委員、千葉康一郎委員、 

 菅原一敏委員、郷右近浩委員、菊池勲委員、柳村岩見委員、飯澤匡委員、 

 及川あつし委員、久保孝喜委員 

４ 欠席委員 

  髙橋博之委員 

５ 事務局職員 

  栗澤担当書記、大山担当書記 

６ 説明のため出席した者 

 財団法人東北活性化研究センター 調査研究部部長兼主席研究員 大泉太由子氏 

７ 一般傍聴者 

  なし 

８ 会議に付した事件 

 （１）地域コミュニティと住民主体の地域づくり 

 （２）その他 

    次回の委員会運営について 

９ 議事の内容 

○嵯峨壱朗委員長 おはようございます。ただいまから地域間格差・地方分権調査特別委員

会を開会いたします。 

 なお、髙橋博之委員は欠席ですので、御了承願いたいと思います。 

 これより本日の会議を開きます。 

 本日は、お手元に配付いたしております日程のとおり、過疎、中山間地域等の諸問題の現

状と考えられる対策について、調査を行いたいと思います。 

 本日は、講師として財団法人東北活性化研究センター調査研究部部長の大泉太由子主席

研究員をお招きいたしておりますので、御紹介いたします。どうぞ、簡単に。 

○大泉太由子講師 大泉と申します。本日はよろしくお願いいたします。 



○嵯峨壱朗委員長 大泉主席研究員の御略歴につきましては、お手元に配付いたしている

とおりでございます。 

 本日は、「地域コミュニティと住民主体の地域づくり」と題しまして、これまで行った調

査研究結果等をもとに、東北の集落における自立的経営のための助言等、貴重なお話をいた

だくこととしております。 

 それでは、先生、どうぞよろしくお願いします。 

○大泉太由子講師 プロフィールにございますけれども、東北活性化研究センターの大泉

と申します。 

 東北活性化研究センターというのは、余り知名度がないというか、平成 22 年６月に新組

織として発足した財団法人の調査研究機関でございます。御準備いただきましたプロフィ

ールに東北活性化研究センターの御紹介もいただいておりますけれども、東北産業活性化

センターと東北開発研究センターが統合して一緒の組織になってスタートしたということ

です。主に調査研究事業とかプロジェクト発掘・支援事業などを行いまして、東北の地域の

ために当てになるシンクタンクとして精進していくつもりでございますので、今後ともよ

ろしくお願いいたします。 

 同じくプロフィールに書いてございますけれども、私どもの自主研究として 2004 年から

コミュニティ自立研究会というものを立ち上げて調査研究を続けております。東北の第一

線の地域計画、地域づくり、市民活動で御活躍の先生方４名を集めまして、御指導いただき

ながら研究会で調査研究をいたします。それは、コミュニティ自立にかかわる調査なのです

けれども、コミュニティ自立というのは、再生だけでも大変なのに自立できるのかどうかと

いう問題はあるのですけれども、しかしながら余力のある今のうちに自立の力、住民自治、

住民力を培っていこうということで調査を進めているわけです。 

 同じく昨年、東北における集落の自立的経営という調査を行っております。これは、民俗

研究家の結城登美雄さんと、恐らく過疎集落の問題では第一人者でございます明治大学の

小田切徳美先生に御指導いただきながら、東北の中山間地域の集落の問題について調査研

究をしております。 

 本日は、その二つの調査研究をまとめまして、ポイントをお話しさせていただきたいと思

います。座って失礼いたします。 

 お手元に資料をお配りしておりますけれども、こちらのスライドのほうがカラーできれ

いでございますので、こちらをごらんいただければと思います。 

 本日のテーマは、地域コミュニティと住民主体の地域づくりということでございます。お

話の内容は、まず地域づくりって何だろう、地域コミュニティとは何だろうということにつ

いて、改めて頭の整理ということでお話をしたいと思います。それから、現況、特に中山間

地域の地域コミュニティがどのような問題を抱えているか。それから、これから地域コミュ

ニティが自立して地域づくりを行っていくためにどのような力が必要であるか、三つの力

ということで御提示しておりますけれども、それについてお話をしていきたいと思います。



２番目にはそういった自立の力を持つ地域コミュニティ、それによる地域づくりの事例と

いうことで幾つか御紹介させていただきます。それから３番目、住民自治、地域づくりコミ

ュニティを支援していく今後の行政の役割について、支援システムも含めて 後にお話を

していきたいと思っております。 

 まず初めに、地域づくりと地域コミュニティということです。今、なぜ地域コミュニティ

か。平成 17 年ごろから自主研究として調査を始めたのですけれども、その当時は地域コミ

ュニティなんて調査のテーマになるのかどうかという話でした。けれども、今どこの自治体

に行っても地域コミュニティを政策課題に挙げています。それはなぜなのかということを

簡単にまとめているスライドでございます。 

 まず地方分権、地域主権という大きな流れがあります。地域のことは地域で決めましょう。

今まで中央が一律に主導してきましたけれども、地域のことは地域の個性や特性を生かし

て自分たちで考え、地域経営をしていってください、こういう大きな流れがあります。 

 それからさらに、超高齢、人口減少社会の進行。そうなると行政サービスに対する需要、

ニーズが増加して、さらにその質も多様化していく。そういう問題がございます。高齢者福

祉はどうしよう、交通、就労の問題はどうしよう、そして、この委員会のテーマであります

暮らしの格差拡大をどうしていこう。そういう新たな課題が山積していくわけです。しかし、

これは行政だけではもはや解決できない。そして、中山間地域では民間サービスでそれを代

替することも恐らくできないでしょう。であれば、地域コミュニティの力で暮らしのセーフ

ティネットをつくっていかなければならない。そういう流れがございます。 

 それから一方、これは行政側の事情です。行財政が逼迫して、これから職員が削減されて

いきます。今一番削減されているのは、実は公民館などの住民と向かい合う職場の職員なの

です。現場と向かい合う窓口がなくなっているという状況なのです。行政からの目配りがで

きなくなっている状況があるということです。それから合併です。行政機能が遠隔化し、行

政サービスが遠のいていっている地域も出てきた。そういったことで行政の限界があらわ

れてきたわけです。 

 ですから、矢印がございますけれども、まず地方分権、国、地方からの分権もありますけ

れども、今盛んに行われているのは地域内分権、都市内分権とも言いますけれども、行政か

ら住民に権限を移譲していこう、つまり自分たちで考え、意思決定し、実践していってくだ

さいね、という住民自治の力への期待が大きくなっていくわけです。そこに矢印があります

けれども、住民自治の主役として地域コミュニティの力をこれから培っていかなければな

らないという状況があるわけです。地域コミュニティでは、今まで伝統的な町内会とか自治

会というのは日常的な相互扶助とか、それからイベントとか、そういうことをやっていたわ

けですけれども、そうではなくて、身の回りの地域課題を解決していく地域づくりを担って

いかなければならないというようなことになっているわけです。 

 地域づくりの担い手に地域コミュニティが考えられるわけですけれども、では地域づく

りとは何だろうという定義を書いてございます。地域に暮らす人々がみずからの発意と行



動によって、地域資源を生かしながら地域社会の課題を解決して、よりよい暮らし、豊かな

暮らしを実現していく取り組み、これが地域づくりです。その下に条件ということでありま

す。地域社会の生活の場であるということ、それからだれが行うかというのは地域住民であ

るということ、地域住民の自発的な行為であるということです。それから、公益的な、みん

なのためという目的を持って地域社会の課題解決のために行われるということ。手段とい

うのは地域に内在する資源を活用していくということでございます。 

 では、地域コミュニティというのは何かということを改めてお示ししてございます。簡単

に言えば、暮らしを共有する範囲でよりよい地域生活を実現するための住民の共同体とい

うことです。集落であったり、小学校区であったり、中学校区、行政区、その範囲はさまざ

まであるかと思います。 

 そして、その活動主体でございますけれども、住民によって運営される住民組織です。主

に暮らしの扶助を担うのは、集落や町内会、自治会です。そして、先ほど来言ってますけれ

ども、課題解決型の地域づくりを行うために、今町内会や自治会を統合して住民自治組織を

再編する動きがあるのです。自治振興協議会とかいろいろな呼び名ですけれども、それも地

域コミュニティの一つの組織です。 

 では、地域コミュニティというのはどのような仕事、役割を担っているのか。ここに書い

てありますけれども、消防団から公園・公道の草刈り、清掃・美化、集会所の管理、農林道

の管理もしなくてはならない。冠婚葬祭もしなければいけないし、広報誌の配布や連絡等も

する。それに加えて、行政のほうからいろいろな委員が委嘱されてきます。交通安全委員、

児童委員、それから地域福祉、防犯、保健、さまざまな委員もこなしているわけです。さら

にＰＴＡ、それから農林業の組合委員、寺の檀家、神社の氏子も、それから自治会役員、若

妻会、婦人会、青年会、老人会、これらの仕事を全部担っているのがコミュニティであると

いうことです。ですから、一人で幾つもの肩書きを持って大忙しの状況であるということを

お話ししておきたいと思います。 

 それから、これが地域コミュニティの組織でございます。これは地域によっていろいろあ

りますが、一般的な例として挙げてございます。一番下は、日常的なごみの回収や回覧板を

回したり、冠婚葬祭のお手伝いをするような組や班で、そういうようなものの上に集落があ

ります。これは、日常の生活単位の共同作業とか相互扶助をするような単位があります。そ

の上に町内会や自治会があります。先ほど言いました交通安全や道路等の維持管理のよう

な仕事を担っています。その上に行政区があって行政があります。行政のほうからいろいろ

な仕事が流れてきているというような状況であったと思います。 

 さて、地域づくりの担い手ということでいえば、今までは専らこの行政が行っていたわけ

ですが、行政の力にも限界が出てきます。ですから、行政のほうでは地域のいろいろな活動

団体や組織の力をつないで協働で地域づくりをしていきましょうというように今盛んに言

っているわけです。その中の一つに地域コミュニティ、住民組織があるわけですけれども、

例えば中山間地域になりますとこういうＮＰＯのような市民活動団体というのは極めて少



ないわけです。ですから、この地域コミュニティが地域づくりの大きな担い手、主役になる

ということになるかと思います。その下に協働ということの定義づけもしてございます。地

域にある主体が共有するさまざまな課題の解決や目的を実現するためにヒト、モノ、カネだ

とかの資源を生かし協力し合う。これからの地域づくりは、地域のいろいろな組織をつない

で連携して、ネットワークをして対応していかなければならないということでございます。 

 これは、コミュニティの中の集落だけを切り取ったスライドでございます。国交省の調査

でいえば、東北の集落数は１万 2,727 あるということです。そのうち中山間地域にある集落

数は、全体の５割でございます。東北の集落の特徴を同じ人口規模を持つ中国地域と比較し

てございます。集落規模は、中国地域が平均 113.5 人に対して、東北地域の集落では 221.4

人、ほぼ２倍で、かなり大きいです。それから、限界集落と呼ばれているのは、中国地域は

18％だけれども、東北は 5.8％。それから、行きどまりの末端集落も中国地域は 7.１％、東

北地域は 4.6％です。集落の維持の状況、状態について聞いたところ、今のところ良好だと

いうのは、中国地域では 80％、東北地域では 92％。この数字だけを見ると、東北はまだま

だ大丈夫なのではないかということになりますけれども、これから東北は未曾有の急激な

人口減少、高齢化に見舞われます。高齢化というのは、西高東低でやってきましたけれども、

これから東北は中国地方が 50 年で経験した過疎化、高齢化を 20 年で経験していかなくて

はいけない。それはかなり大変なことであると、明治大学の小田切先生は少しショッキング

なお話をしてくださいました。東北早期崩壊論です。今まで耐えに耐えてきたけれども、こ

の高齢化の波に飲まれて金属疲労のようにぼきっと折れてしまうのではないか。東北、危な

いぞという警鐘を鳴らしていただきました。そうなる前にコミュニティの、集落の自立的な

力を伸ばしていかなければならないということになるかと思います。 

 それでは、その集落も含めたコミュニティがどのような問題を持っているのかというこ

とです。先ほど外部要因として挙げました人口減少、高齢化、加えて地域経済が大きく衰退

しています。その原因は、農林漁業の衰退であります。それから、行財政の縮減などいろい

ろな事情もございます。それがコミュニティにどのような問題をもたらしているかという

と、まずひとり暮らし高齢者が増加して、コミュニティのいろいろな仕事を担う人たちの絶

対数が不足している。仕事はふえるのだけれども、担い手が減っていくという、すなわちコ

ミュニティの負担はどんどん、どんどん増加しているのだということです。 

 それから、インフラのほうを見れば路線バスが相次いで廃線していきます。学校も児童数

が減って統合していきます。それから、商店もどんどん閉店していく。そうなるとどうなる

か、暮らし、買い物、通院、通学が不便になっていく。それから、日中仕事に行って留守の

家があるので防災の不備も出てきました。暮らしの不安が増加していくわけです。それから、

仕事も減ってきました。特に働き手、若者が近隣の大きな市に働きに出ていく、通勤者が増

加していく。農林業で成り立っていた地域コミュニティがかなりいろいろなライフスタイ

ルを持つ人たちもまじり始めて、混住化するようになった。 

 それがどういうことをもたらすかということになりますと、結い、つながりが希薄になっ



てきた。そうなると催事も、寄り合いも減少する。さらに、これが住民力の低下をもたらし

ているという悪循環になります。それが耕作放棄地の増加をもたらし、国土、自然の荒廃に

までつながっていく。こういう状況であると言えるかと思います。 

 地域コミュニティが抱える問題、農山村のコミュニティもこんなに大変ではあるのです

けれども、結いによる支え合いの力がまだ残っている。それに対して、都市コミュニティの

ほうはかなり深刻な状況になっております。職住が分離して、人口が流動して、生活スタイ

ルが非常にさまざまなのです。ですから、人間関係が薄く、隣の人の顔が見えない生活や暮

らしが当たり前の生活になっていくわけです。昭和 40 年代、50 年代に開発されたいわゆる

当時のニュータウンが今では高齢化の進展でオールドタウン化して空洞化しております。

そういう問題で、私は中山間地域よりもむしろ都市のコミュニティ、都市の生活のほうがか

なり危ういのではないかと思っております。 

 それから、その下にコミュニティと行政の関係の問題ということを挙げています。まず、

住民自治と言われても、今まで全部行政が手取り足取りやってくれた、行政依存の体質とい

うのはなかなか抜け切れていないのです。それから、先ほど言ったように、すごく忙しい仕

事なわけです。頼まれ仕事もあります。それから加えて行政の縦割りの仕事の流れがコミュ

ニティをも縦割りにしているという問題があります。コミュニティ内部で横につながれな

いのです。みんなばらばらに行政からおりてきた仕事をこなしているので、コミュニティの

一体的な経営が困難な仕組みになっているということ、これを何とかしなければならない

というふうに思っております。 

 そんな問題をはらんでいる、持っているコミュニティなのですけれども、これから自立の

道を歩んでいくためには三つの力が必要になるのではないかということを挙げております。

まず、相互扶助力、暮らしの支え合いの力です。現代版の結いということでしょうか。多様

な生活サービスを提供し合う、そういう力が必要になると思います。それから、経済力です。

資源を生かした小さな仕事を、コミュニティに多様につくっていく必要があるのではない

かということです。小さな仕事というのは、大きなもうけではない、月二、三万円でもいい、

暮らしを維持していくだけの仕事があればいいということです。それから、一番の基本とな

るのは自治力です。自分たちで考え、意思決定し、実践する力、これを養っていかなければ

ならない。先ほど来お話ししているように、いろいろな仕事をなし崩しにやっているのでは

なくて、このコミュニティにとって何が一番必要なのか、事業、プロジェクトの優先順位を

考えて、みんなの力でこなしていく、そういう自治の力が一番必要ではないかということで

す。 

 では、この自治の力、相互扶助力、経済力を持った地域コミュニティの事例ということで

御紹介をしたいと思います。まず一つは、コミュニティの相互扶助力、暮らしの支え合いの

事例で、これは有名ですから、皆さんも聞かれたことがあるかと思います。ＮＰＯ法人活き

粋あさむしが取り組んでいるコミュニティレストランの事例。それから宮城県丸森町、なん

でもやのコミュニティショップの事例でございます。それから、コミュニティの経済・経営



力を持っている事例ということで、集落・地区単位で収益事業を行って、その収益を集落経

営に還元している静岡県浜松市のＮＰＯ法人夢未来くんま。それから、新潟県上越市の旧安

塚町、ＮＰＯ法人自然王国ほその村の事例を簡単にお話をしたいと思います。 

 まず、活き粋あさむしのお話でございます。青森市の端にあります温泉の町です。浅虫地

区は約 700 戸、人口約 2,000 人の地域です。温泉が衰退していくのに従って、ここのコミュ

ニティの活力もかなり低下してきました。それを何とかしようということで、元青森市の保

健師の三上公子さんという人を中心に住民組織を立ち上げました。それが活き・粋サークル

です。 初はそんなに深刻には考えていなかったのかもしれません。とにかく自分たちの楽

しいと思えるような活動をしていこうということで始めたが、だんだん地域が衰えていく、

地域の問題がたくさん目に見えてきたわけです。地域課題を解決をするために何か目に見

える成果を出す事業をしていかなければならないのではないかということで、事業の方向

性を転換していったのです。それで、地域課題としてどのようなものがあるのか見てみると、

高齢者の問題が深刻だということがわかりました。ひとり暮らしの高齢者の方が食事も満

足にできず、うちの中に引きこもっている。そういう高齢者がすごく多くなっている。それ

を何とかしようということで、高齢者の居場所づくりと健康づくりのために、安くて栄養の

ある定食を提供するコミュニティレストラン「浅めし食堂」を立ち上げたのです。 

 この写真を見ていただけますでしょうか。これは、浅めし食堂の前のところです。閉店し

たスナックをみんなで改装して、こういうふうにしたわけです。高齢者の方が本当に和気あ

いあいとおいしい食事をしながら、みんなで話し合ったり、情報交換をして楽しく過ごして

います。高齢者だけではなくて、地域の小さな子供たちもここを利用して世代間交流の場に

なっているということです。 

 この浅めし食堂の経営なのですけれども、現在雇用している方、地元の主婦の方を中心に

スタッフが７名います。地域の雇用を生んでいるわけです。それから、継続的経営も可能に

なっているということです。ポイントとなるのは、なるべく地域の食材を地域の調理技術で

料理して提供していこうということです。それから、遊休地を借り受けて農業も経営をする

ようになりまして、そこから得る生産物を浅めし食堂で食材として使っているわけです。コ

ミュニティレストランのこの取り組みがうまくいきましたので、そのノウハウをほかの地

区、集落にいろいろ提供して、このネットワークがだんだん、だんだん広がっております。 

 それから、これも暮らしの支え合い、なんでもやの事例でございます。これも大変有名な

事例でございます。宮城県丸森町の大張地区、約 300 戸、人口約 1,000 人の地区コミュニテ

ィでございます。中心地から十数キロ離れたところです。ここも過疎化が進みまして、食料

品店が閉鎖されていき、 後の頼みの綱だったＪＡの購買部も統合で閉店いたしまして、日

用品や食料品を買う場所がなくなってしまったのです。特に車の運転のできない高齢者の

暮らしの不便、不安が非常に高まっていきました。それを何とか解決しようということで、

コミュニティの皆さんが立ち上がったわけです。それで、いろいろな勉強をしてみました。

すると、先ほどお話ししましたけれども、結城登美雄さんからこういう事例を教えていただ



いたわけです。沖縄県の奥村というところに共同店という取り組みがあって、100 年も続い

ている、住民の皆さんが共同出資して日用品、食料品を扱う店を自分たちで運営している、

それだけではなくて、みんなでお金を蓄えて教育資金や医療資金などを、困った人たちに貸

す、そういう金融の仕組みもつくっているという情報をいただいたわけです。 

 では、この丸森の大張地区でも自分たちの力でやってみようということで、なんでもやを

開店いたしました。先立つものは資金でございます。みんなの店だからみんなで出そうよと

いうことで１世帯 2,000 円ずつ、200 世帯出しました。それから、いろいろな商工会とか役

場の方の寄附も合わせて計 200 万円の資金を準備することができたわけです。ＪＡの購買

部のお店の改装もみんなで労力を出し合ってやりました。そして、住民のために何でも売る、

何でもやる、なんでもやが開店することになりました。ここで売っている品物は、決してス

ーパーより安いわけではないのです。けれども、自分たちの店だから自分たちで買って支え

ようということで、コミュニティの皆さんはなるべくここで買うようにしているわけです。

当初赤字ではないかと言われていたのですけれども、4,000 万円の売り上げがあり、店長、

パートさんを含めて雇用も創出してございます。惣菜もつくって、それから高齢者の方に昼

食を宅配サービスをしようとか、移動販売など、いろいろなサービスが広がっております。 

 それから、沖縄県の集落である、奥村とつながるネットワークを組みまして、お互いに、

ない物を交換しようということで、丸森の米と沖縄のお茶などを交換して、それぞれのお店

で並べて売っております。 

 これがなんでもやのお店でございます。これは、地元の生産物を並べてあります。それか

ら、高齢者の方の手づくりの品物も並べています。さまざまな日用品も並べてあります。ま

さに農村の交流の場です。単に物を販売する場ではないのです。こうやってお店の人と話し

合ったり、この後ろにテーブルといすがあって、お店に買いに来た人はそこに座ってみんな

で話し合うのです。コミュニティのみんなの話し合い、コミュニケーションをするサロンの

役割も果たしており、近ごろあのばあちゃんいないけどどうしたんだと、そういった情報交

換の場にもなっているわけです。 

 先ほど、中山間地域以上に都市のほうが深刻だというお話をしました。こういうことが起

きております。これは仙台市の花壇大手町、仙台市の中心地です。伊達藩ゆかりの古いお屋

敷町です。立派なうちがたくさんあります。花壇大手町町内会は 780 世帯のコミュニティな

のですけれども、ここも高齢化が進行しています。近郊に大型店が立地して、コミュニティ

の商店数がだんだん減ってきました。昭和 40 年代には 23 軒あったものが、現在３軒だけ

です。魚屋、酒店、和菓子屋はあるけれども、日用品や食料品を扱う店がゼロになったわけ

です。そうするとどうなるか、高齢者の方が買い物に 10 分、15 分かけて大根１本を買うの

にデパートまで行かなければならない、そういう状況が出ております。今フードデザートと

いう問題が起きています。食の砂漠化です。中心市街地の高齢者が日用品や食料品が買えな

いでいる、そういう状況が全国で起きています。そういういわゆる買い物難民の方が全国で

は 600 万人いるのではないかという推計があります。これは、中山間地域ではなく、恐らく



これから都市でどんどん、どんどんふえていくのであろうと思われます。 

 それで、その高齢者の暮らし、食料を何とかしようということで山形県の朝日町上郷地区

というコミュニティとつながり、ネットワークを組みました。朝日町というのはリンゴの町

なのですけれども、上郷地区というのは少量多品種の野菜生産をしているところで、市場に

は出せなかったのです。そういう地元の生産野菜や果物を花壇大手町に持ってきて、定期市

を開いております。このほかにも仙台の近郷の農家の方たちが集まっている朝市・夕市ネッ

トワークというのがありますけれども、それとジョイントして月に４回、定期市を開いて、

高齢者の方が非常に喜んでおります。安心した、本当に不安だったのに、食料品を買えると

いうことだけで助かったよ、そういう声がたくさん聞こえるようになりました。今、定期市

だけでは足りないので、コミュニティショップという形で常設店を設置できないかという

ことで検討中です。朝日町と花壇大手町、ただ単に物の売り買いではなくて、いろいろな親

戚づき合い、相互交流が生まれております。 

 それから、集落の経営力ということで、ＮＰＯ法人夢未来くんまの事例を御紹介いたしま

す。静岡県浜松市、熊と書いて「くんま」と読みます。約 270 戸、780 人の地区でございま

す。ここも過疎化に悩み、林業が衰退し、経済も立ち行かなくなって、そういう地域を見て、

女性たちが話し合いました。自分たちの力でコミュニティを活力あるものにしていくこと

ができないかと思ったのです。そこにはコンニャク、ソバ、五平もちなど、地域の特産品が

いろいろあったのです。そういうことで、それを加工したり販売することで地域経済をつく

っていくことができないかということで、女性たちが頑張って始めたわけです。自分たちで

屋台の免許を取って、食加工や販売の場所をつくるための資金を何とか稼ごうということ

で日夜努力をしていったのですけれども、国の補助金などを使ってもお金が足りませんで

した。けれども、コミュニティの区長さんが、おまえたちがそんなに頑張っているなら、地

域の 後の望みということで、みんなの共有林を処分して、そのお金を販売拠点の費用に充

てようということでみんなで決めました。そして、できたのが水車の里という販売拠点、そ

れから食堂であるかあさんの店です。 

 ここは、後に道の駅になったということもあって、大繁盛です。当時は、お客さんの数７

万人、売り上げも 8,200 万円です。一躍地域の経済拠点になりました。でも、女性たちは、

これは地区のお金を使って建てたものだから、そのもうけは私たちのものではなくて、コミ

ュニティ、地区のほうにお返しをしたいということで、ＮＰＯ法人夢未来くんまという組織

を設立しました。これは全戸加入の地域ぐるみのＮＰＯです。そこで得られた事業収益を地

区の高齢者福祉サービスに使っております。これがその組織図なのですけれども、水車部と

いうのが収益部門です。かあさんの店という食堂や物産館ぶらっとなどで得た収益を、その

下の高齢者のための暮らしのサポートの事業部門であるしあわせ部において、給食サービ

ス、デイハウス、ヘルパー養成などの費用に充てている。集落の中で経営していることです。

こういう自立の力を持っている地区も出てきたということをお示しいたしました。 

 それから、その地域経営のパターンとしてはＮＰＯ法人夢未来くんまと似ているのです



けれども、ＮＰＯ法人自然王国ほその村も 23 戸、約 70 人の集落です。新潟県上越市旧安塚

町にあります。本当に山合いの集落でございます。ここも過疎化、高齢化でどうしようかと

いう危機感を持ちました。青年・壮年のメンバーの方たちが集まって、あじさいクラブとい

う会をつくり、どうしたらいいかということを話し合いました。もう自分たちの力では多分

解決できないだろうと、 後の一策ということで都市と交流をしてみたらどうかというこ

とで、みどりのほその春の祭典というイベントを持ちまして、都市の方たちをお呼びしまし

た。そうしたら、都市の方たちが非常に感動したのです。そこは笹団子が特産品なのですけ

れども、笹団子だけではなくて、地域の食が、何ておいしいのだろう、おかあさんたちの手

づくりの食を食べて、ああ、本当にこんな食が食べられる豊かなところだね、自然も豊かだ

ね、こういうところに何度も来たいね、笹団子も食べたいねというような都市の人たちの声

が聞かれたわけです。集落の人たちは集落の価値に気づいた。そういった都市の人たちのニ

ーズにこたえようということで、自分たちで生産、加工、販売できるような拠点をつくろう

ということで体験交流事業に着手しました。六夜山荘というのは、宿泊交流拠点でございま

す。それから、笹団子をつくるかあちゃんの家、高齢者のものづくりの工房であります工房

ほその村、それらをつくりました。これによって集落の小さな仕事づくりにつながっていっ

たのです。そこには年間 4,000 人の方が訪問しているようです。80 人の集落に 4,000 人の

方が来て、いろいろな体験交流をしていき、その収入を集落の人たちで分け合って、小さな

仕事としているわけでございます。 

 ここでは、夢未来くんまと同じように、事業収益を高齢者福祉に使っています。高齢者サ

ロンの運営に充ててございます。珍しいのは、ここではお父ちゃんだけではなくて、お母ち

ゃんもきちんと視察に連れていってあげるのです。夫婦ぐるみで地域づくりをしていこう

というスタンスです。キャッチフレーズがかあちゃん頑張れば、とうちゃん踏ん張るという

ことで、みんなで力を出し合って集落の経営を行っているという事例でございます。 

 これが写真でございます。後ろにあるのが六夜山荘、オールスタッフでございます。お母

さんたちの陰には、男性たちもサポーターとしてついております。集落ぐるみで経営してお

ります。かあちゃんの家での笹団子づくりの様子でございます。 

 事例から見えることということで幾つかまとめてございます。まず、自立的コミュニティ

の経営の仕組みということで、コミュニティの中に小さな経済の仕組みをつくるというこ

とが大切ではないかと思います。先ほどのコミュニティレストランやコミュニティショッ

プについても、相互扶助、生活サービスがきちんと経済活動になっているわけです。お金に

なっているのです。暮らしの支え合いが経済化しているということです。こういうことがこ

れからどんどん出てくるのではということです。それから、地域内に経済の循環をつくって

いる。地域の資源をできるだけ活用して、地域の需要、今まで外に出ていったものをなるべ

く地域の中で賄うようにする、そういう仕組みを意識的につくっていくということです。 

 ２番目に、コミュニティと外との支え合いの仕組みをつくるということです。コミュニテ

ィ間、集落間の支え合いのネットワークをつくりましょう。先ほど言いましたが、なんでも



やの大張地区と沖縄のローカル流通の話があります。生産物の交易ということも可能性と

してあります。互いにないものを、足りないものを補い合う関係づくりをしていくというこ

とです。 

 それから、コミュニティ、集落経営のノウハウ、情報を互いに交換していくということ、

コミュニティレストランやコミュニティショップ、そういうノウハウを集落同士で情報を

伝え合って、みんなで成功していこう、みんなで取り組んでいこうということです。 

 それから、都市、農村の支え合いネットワークです。今まではイベントで交流するという

関係であったけれども、仙台市花壇大手町と山形県朝日町のようにお互いに困っているこ

とを解決し合う、互いの不安や問題を解決し合う関係というのは、これからどんどんつくら

れていくのではないかと思います。支え合いの関係づくりです。ただもうかったとか、売っ

た、買った、消費した、生産したではなくて、信頼し合う関係づくりにしていく必要がある

のではないかというふうに思ってございます。 

 コミュニティの地域づくりのポイントということで幾つか挙げました。まず、コミュニテ

ィ内の民主的な話し合いの場をつくるということです。自然王国ほその村でも、まず話し合

いの場から思いを共有し、知恵の出し合いを行っております。それから、５年、10 年後の

地域の姿を考えることです。これは、集落やコミュニティに行くと、今はそんなに困ってい

ないよという答えが返ってくるのです。今は大丈夫だ、まだ結いも残っているし、でも５年

後どうなるか、10 年後どうなるか、次世代はどうなるのか、そういうことを思い描いてコ

ミュニティのビジョンをつくっていかなければならないのです。それから、地域をよく知る。

地域の宝や課題をきちんと把握していく必要があるということです。それから、外とつなが

る、外の風を入れるということ。コミュニティというのは今まで自己完結型で、なかなか外

に開いていかなかったのですけれども、これからは外とのネットワークというのを積極的

につくっていく必要があるということです。それから、地域同士が知り合うことです。それ

から、地域内の活動組織をつないで地域ぐるみで地域づくりをしていく、協働といいますけ

れども、それが必要だということです。 

 では、行政はこういったコミュニティの自立にどのような役割を担い、どのような支援を

していけばいいのかということを 後にお話ししたいと思います。協働型の地域づくりと

いうことです。ここに図が書いてございます。横軸に書いてあるのが行政の関与が小さいか

ら大きい、縦軸には住民の関与が小さいから大きい。ここの左上のゾーンでは、行政の関与

が少なくて、住民の関与が大きい、すなわち住民主導型の地域づくりをしている。コミュニ

ティビジネスなどというのは、まさにここのゾーンでやっていることです。それから、右下

のゾーン、住民の関与が小さくて、行政の関与が大きい、これは行政主導型の地域づくりで

ございます。例えば医療や教育など、公益性・専門性が必要なものは、まさにここでやって

いただくことになります。これは今後もそうでしょう。これは行政の義務であり責任だと思

います。そして、今出ているのが右上の協働型の地域づくりのゾーンです。行政も、住民も

お互いに大きく関与していくということです。その中にも矢印がありますけれども、今まで



は行政が主導して、おぜん立てをして、住民の皆さん参加してくださいという行政主導・住

民参画型だったのですけれども、今後は住民が主導して、その住民主導の地域づくりを行政

が支援していく、そういう形に転換していかなければならないというふうに考えています。 

 それで、行政の今のコミュニティ政策・支援がどうなのかということで、私は４点セット

というふうに呼んでいますけれども、まず一つはコミュニティを再編することです。一つ一

つの集落・町内会では課題解決能力がないので、町内会を統合して、ある程度マンパワーな

りを集めた単位にしてしまうということで自治組織を再編しています。その動きがありま

す。そして、住民自治組織をつくっているわけですけれども、そこで地域計画をつくってく

ださいと言っています。今ワークショップなどによって地域課題、ビジョンの話し合いの場

づくりを盛んに行っています。地域計画にのってある地域の仕事に対しては、一括交付金と

いうことで、地域裁量で使えるお金を支給しますよと。これは、自分たちで考えて使ってく

ださい。つまり縦割りをなくして、コミュニティ裁量の財源の担保をしましょうという動き

があります。それから、地域担当職員制度ということで、地域に一、二名の行政職員が張り

ついているのです。コミュニティ活動の支援をしたり、事務局の運営、サポートをしたりと

いう動きがあります。これを四つ全部やっているところもあるし、やっていないところもあ

る。全部やっているけれども、問題があるところもあるし、やっていないけれども、うまく

いっているところもあります。これは仕組みをつくったからといって動くものではない。行

政主導でやったからといって動くものではないということではないかと思います。 

 それから、コミュニティと行政の関係の問題はどうなのかということで、これは山形県の

ある町でヒアリングをした結果でございます。まず、住民の方にお聞きしました。行政の会

議はどうですか、いろいろな会議に招かれますね、参加してみてどうですか。まずほとんど

同じ人ばかりで女性や若者の発言の場がないよね。すなわちこれは女性とか若者の意見が

コミュニティ政策、行政政策に反映しないということです。そういう根本的な問題がありま

す。それから、行政と住民の距離があるということです。住民の皆さんから、行政から声を

かけられるとまた仕事がふえるとどきっとしますよ、会議の顔ぶれも同じだし、意見が出せ

ないな、行政の一方的な説明が長く、しかもそれが専門用語が入って難解だし、そもそも資

料が多過ぎる、話し合いの意思がないのではないかというような本音も聞きました。 

 それから、行政のほうからは、住民の方たちと向き合わなければいけないというのはわか

るのだけれども、手間と時間がかかるのだという声もあります。行政職員が行くとどうして

も陳情や批判や苦情が多くなって、前向きな意見交換ができない。そもそも行政職員の本音

では地域のことを余り知らないのだ、住民との対話も、もしかしたら少ないのかもしれない。

そういう不安な声も聞きました。 

 それで、実は住民の方たちに住民自治してくださいねと言うと、案外住民の人は変わるの

です。やらなくてはいけないからです。でも、むしろ行政の意識のほうが変わりにくいとい

う問題があります。まず一つは、コミュニティへの理解が進んでいない。この間、ある県で

研修会があって、自分の市町村にコミュニティの数、行政区でもいいし、幾つあるか知って



いる人は手を挙げてくださいと言うと、ほとんど手が挙がりません。それほどコミュニティ

への認識がまだ低いということです。同じようにコミュニティ政策、先ほど４点セットと言

いましたけれども、いろいろな政策を打っているけれども、その情報が縦割りのために共有

されていないということです。何よりも庁内横断的なコミュニティ支援体制をつくらなけ

ればならないということが問題かと思います。 

 それから、行政の役割ということです。地域コミュニティ、地域づくりの支援をしていか

なくてはいけないわけですけれども、活動の基盤づくり、財源、拠点の基盤づくりも必要で

すけれども、そのほかに協働のネットワーク、地域のいろいろな組織、団体をつないでいく

という調整・コーディネーター役を担う必要があると思います。それから、話し合いの場づ

くりやきっかけづくりをしたり、そのコミュニティの人材育成をサポートしたり、住民の力

づけです、リーダーを育てたり、それから住民の話し合いの場、ファシリテーターという進

行役が必要なのです。そういう人たちのスキルアップのためのサポートも必要になってき

ますし、何よりも行政というのは地域づくりのプロであるということで地域の情報、ほかの

地域の先進事例であっても情報を収集して提供していくことが必要である。行政内部でそ

の情報を徹底して共有していくということ、それから支援窓口を一本化すること。それから、

現場、地域コミュニティの問題を政策へ反映していくということが、恐らく行政職員の一番

の役割ではないかと思います。 

 それから、コミュニティ自立研究会というものを組織していろいろな活動を続けてきた

わけなのですけれども、2007 年に調査研究の成果を具体的なフィールドで社会実験のよう

なことをしたいということで、４人の先生方が地域の中に入ってサポートをしますから、そ

のサポートを受けたいという自治体の方は手を挙げてくださいということで公募いたしま

した。コミュニティ自立支援プロジェクトといいますけれども、その中に岩手県住田町の方

が手を挙げました。そこに入りましていろいろなサポートを行っています。どのようなサポ

ートをしたのかということの具体的なプログラムを挙げております。まず、徹底して話し合

いの場づくりをしようということでコミュニティ、モデル地区ということで二つの地区を

選んで５回ぐらい、地域の皆さんを老若男女集めまして、地域づくり座談会というのをワー

クショップ方式で行っています。それから、そのほかに人材づくりということで、町の将来

を担う若手リーダーの育成ということで、地域づくり塾を５回行っています。そして、行政

職員の意識を変えていこうということで、職員の研修会を２回行っています。さらに、自治

体のコミュニティ政策と制度設計ということで助言をいたします。この総合パッケージと

いうか、こういった支援プログラムということで地域に入ったならば、かなり強力なカンフ

ル剤になりまして、活力が生まれたように思います。 

 そのときの様子をここにスライドでお示ししてありますけれども、住民自治への一歩は

話し合いの場をつくるということです。中山間地域のコミュニティであれば、いつも話し合

いをしているだろうとお思いかもしれないのですけれども、実は混住化もふえ、働き手がよ

そに仕事で出ていくということもありまして、話し合いの場というのを意識的につくらな



ければなかなかできなくなったのです。それをまず何とかしようということです。一般に、

コミュニティの話し合いのポイントというのを挙げました。まず、老若男女が集まる場にす

る。実はコミュニティ組織というのは長老組織なのです。50 代、60 代はまだひよっこで、

70 代、80 代の長老がすべて物事を話し合って決めているということもあるわけです。そう

ではなくて、若者や女性の意見も反映するように老若男女が集まる場にしなくていけない

ということです。そして、みんなが平等に話し合えるようにする。こんなことを話していい

のかなと、気おくれしますよね。そういう機会や経験がなかった若者や女性もきちんと話に

参加できるようにいろいろな工夫をするということです。 

 それから、話し合いのプロセスを大切にするということです。どうしても行政の会議とい

うのは結果重視なのです。いい結果に誘導しよう。そうではない。住民の話し合いはプロセ

スなので、話し合いに参加するということが大切です。参加すれば、その結果にも責任が持

てるのです。実践につながっていくということです。このプロセスを大切にするということ

に加えて、話し合いの内容、結果を常に見えるようにする。言いっぱなしの話し合いで終わ

らないということです。目に見えるように、可視化してみんなで共有するということです。

話し合いに欠席した人には、きちんとこういう話し合いをしたよという報告までしてあげ

ると丁寧かと思います。 

 ワークショップには、参加者がみずから話し合い、考える場というような話し合いの作用

があるのですけれども、それに大切なのはファシリテーターなのです。参加を促して話しや

すい場づくりをする、進行役の方です。相手の話を聞く姿勢や、平等な発言の場づくりをし

ていく人が必要になるかと思います。これが住田町での地域づくり座談会の内容でござい

ます。まず、いろいろな人が集まる工夫ということで、時間や場所の設定を集まりやすい時

間、集まりやすい場所にいたしました。それから、全戸配布の広報紙も設けて、話し合いの

内容を逐一お知らせいたしております。地域の問題点やよいところを話し合って地区の問

題を解決する方法を検討し、解決策を具体的に考えていくという、オーソドックスな流れで

ございます。このようにポストイットに自分の意見を書いて、それを見せながら話し合って

いくわけです。それを模造紙に張りつけて、構造化してまとめて、見てわかりやすいように

整理しているわけです。 

 それで、この地区は小学校が廃校になって、その跡地の利用が地域の重要な問題になって

いたのです。ハード的な意見は地区の話し合いで出てきたのだけれども、どう活用していっ

たらいいのかというソフトの意見が全く出てこなかった。そこで、老若男女の話し合いをし

たら、こういうものがいっぱい出てきました。小学校を活動拠点にして、まず学校食堂をつ

くろうということになりました。みんなが、地域の人が明るく健康に暮らしていくために食

事を提供するところがあったらいいねということで、こういう取り組みが提案されました。

結いの関係や地域のきずなをみんなで共有するために小学校でいろいろなイベントをして、

互いに知り合ったり、語り合ったりする場をつくっていこうという案も出てきました。それ

から、イベントをやるのであれば若い人たちの力を活用しようということで、若い人の交流



の場、世代間交流の場を小学校につくろう、下有住芸能社というのをやってみんなでイベン

トを企画し、実施しましょうというアイデアにもなってきました。地域にはいろいろなお宝

があるから、それを持ち寄って展示したらいいのではないか、学校ギャラリー、地域のギャ

ラリーをつくったらいいのではないか。こういう多様な活用のアイデアが生まれてきまし

た。 

 それから、地域づくり塾は、若者を対象にいたしました勉強の場でございます。若い人た

ちというのはお互いに集まったことがないのです。初めて会ったという人が多かったです。

参加したい人はどうぞということで公募したのですが、30 人くらいの若い人たちが集まり

ました。まず、話し合いの場がない、地域のことを知らない、仲間がいないという問題があ

りましたので、みんなでまちづくりのきっかけをつくろうということで始めました。そうい

ういろいろな話し合いを重ねていました。スライドに写真がございますけれども、本当に楽

しい場になりました。率先してファシリテーターを務めたり、みんなで意見交換をしていま

す。見ていてもこちらも楽しくなるような話題が多いです。若い人の集まる場を何とかつく

ろうということで、空き家を探して、パソコンを利用してネットカフェのようなものをつく

って、とにかくみんなで集まって何かしてみようというようなコミュニケーションサロン

をつくりたい、そういう企画もたくさん出てきております。 

 後になりますけれども、もちろん行政がコミュニティ支援の一番の力にならなければ

ならないのですけれども、これから行財政が逼迫し、職員も少なくなっていくでしょう。恒

常的なコミュニティ支援事業というのを、あるいは行政のほかに準備していかなければな

らないのではないかというふうに思っています。ぜひとも継続的・専門的な中間支援組織を、

少なくとも県レベルくらいにはつくっていくことができないかと思っています。どのよう

な支援をしていくかというのは、ここに書いておりますように、コミュニティ組織の運営・

経営を支援していくこと、地域計画策定の支援、中でも重要なのは人材育成の支援です。そ

れから、ネットワークづくりとか、今指定管理が多くなっておりますので、施設運営支援、

それから情報の収集、提供、こういう県レベルで専門の組織をつくっていくことができれば

いいかと思います。山形県ではそういった検討に入っているというふうに聞いております。 

 県レベルで急にそういう支援組織をつくるのは難しいので、東北全体で県での支援組織

の立ち上げをサポートしようということで、今東北圏地域づくりコンソーシアム、略称、東

北こんそというものを組織して活動しております。これは、東北圏広域地方計画の重点プロ

ジェクトとして取り上げているものでありまして、これから実現されていくのではないか

と思います。東北圏の地域コミュニティの自立を目的として、大学や企業、行政等のさまざ

まな主体が連携したコミュニティ支援ネットワークということで組織してございます。コ

ミュニティにかかわる調査研究を行ったり、支援プログラムやメニューを開発して勉強し

たり、人材育成のプログラムをつくったり、そういったことをしていくということです。私

どもの機関もここに入っております。今後もほかの機関と一緒に続けてまいりたいと考え

ております。 



 さて、時間が押してまいりました。 後のお話なのですけれども、コミュニティというの

は共同体なわけです。暮らしをともにする支え合い、つながりだと言えると思います。この

つながりの 小単位は家族でございます。しかし、この家族が少子高齢化、核家族化で支え

合いの機能がどんどん、どんどん低くなっています。今、行方不明高齢者の問題とか、幼い

子供を見捨てたようないろいろな事件がありますけれども、家族の機能が低下していると

いうことです。それを補うのは、この家族の集まりである地域コミュニティであるだろうと

いうふうに思っております。会社・企業・学校もコミュニティであるけれども、これは卒業

したり定年になったならば離れていくものです。でも、地域コミュニティというのは、暮ら

し続ける限り、そこにあるということです。 

 今まで地域間競争という言い方をしてきました。あの地域より勝たなくてはいけないと

いうふうに、地域づくりの基軸が競い合いにあったと思うのです。でも、これからは支え合

いが基軸になると思うのです。コミュニティ同士の支え合い、都市・農村との支え合い、こ

の支え合いのネットワークを地域の中に多層に、重層にいかにつくっていくか、これが恐ら

くここの委員会の課題であります地域間格差をなくしていく重要なかぎになるのではない

かと思いまして、 後の締めくくりということにしたいと思います。 

 ちょっと時間が超過いたしました。どうもありがとうございます。 

○嵯峨壱朗委員長 大変どうもありがとうございました。 

 それでは、これから質疑、意見交換に入りたいと思います。ただいまお話しいただきまし

たことに関し質疑、御意見等ございましたら、よろしくお願いいたします。 

○千葉康一郎委員 大変勉強になるお話をいただきまして、ありがとうございました。実は

私も自治会の事務局長等々役員をしてきたわけでございますけれども、まさしくこの自治

会が出ていくまでのいろいろなことについて詳しく話をされたわけでございます。自治と

は一体何ぞやとか、あるいは地域とはなんぞやという話。あるとき、道路で犬が自動車に飛

ばされて死んでいました。そこに通りかかった人たちや、その地域に住む人、あるいは店の

前の家から、犬が死んでいるのでとにかく早くどかしてくれと役所のほうに電話があった

ということです。それで、その犬を何とかあなたのうちでどかしてごみに出してくれません

かという話しをしたけれども、そんなことをやっていられるかと、ここの道路はどこのだと

いうふうなすごいけんまくがありました。いわゆる住民としての要求、お話だったと思いま

すけれども、私は実はこれが原点ではないかというふうに思っています。 

 これはたしか 30 年以上前ですが、千葉県の松戸市がすぐやる課をつくりました。私は物

すごく反発したのです。いわゆる住民自治力のようなものを低下させる。権利や要求をどん

どん増幅させたというふうに私は思っているのです。 

 盛岡市役所の友達からいろいろなお話を聞いたのですが、盛岡市民にも困ったと言うの

です。いわゆるうちの中にネズミが出たから役所で来て何とかして退治しろと、水道が凍結

したと、これはあんたたちの工事が悪いから凍結したんだからすぐ直せと、こういうことが

盛岡でもあったという話です。これはずっと前の話ですけれども、ありました。 



 私が小さいときは、やはり基本は自分のことは自分でせよというふうに教えられたもの

です。恐らく先生方もそうだと思いますけれども、これは地域も同じだというふうに思って

います。 

 地域が困ってきて初めてどうすればいいかという、そういうふうなことになってくると

思うのです。限界集落になってきて初めて、これでは成り立たないから何とかしようという

ことになってくるだろうし、それから、何とかしようの中に今度は新たなお店をつくろうと

か、さまざまなことが出てくると思うのです。やはりそれをうまくころがしていくのが地域

のリーダーだと思うのです。この地域を本当に考える人がリーダーだと思うのですけれど

も、そのリーダーを養成するためには、先ほどの話の中にありましたとおり、行政の支援も

必要だと思うのです。小さいときから学校教育の中でコミュニティや自治ということをき

ちんと教えていく必要があるのではないかということがまず一つです。それから、地域をリ

ードしていく人をきちんと養成していくことが一番 初ではないかと思います。 

 ある夏祭りのときに、自治会長が、出たくないものですから、皆さん、ことしも夏祭りが

ありますが、どうしますか、出ますか、出ませんかと、ことしの夏祭りのこの時期にいろい

ろな行事が重なっています、さて、皆さん、どうしましょうと言うのです。そこまではよか

ったのですが、できればことしは不参加にしませんかと、リーダーである自治会長が話しを

したら、そこにいろいろな議論が出たのだけれども、自治会長はそれに対して抑止したもの

ですから、結局会議の中ではことしの夏祭りは不参加ということになったのです。やはりリ

ーダー次第でその地域が大きく変わるというふうに思っていますので、リーダーの育成や

養成はきちんとやるべきだと思います。 

 学校でも、自治とは何ぞや、あるいは地域・コミュニティとは何ぞやということを小さい

ときからきちんと教えていく必要があるのではないかと思います。講師の先生はどのよう

にお考えになっていますか。 

○大泉太由子講師 今先生がおっしゃったように、犬や猫の死骸を片づけるのも役所にや

ってくれ、そういう時代が長く続いたので、確かに依存体質がしみついているのです。それ

をまず変えなければならないというのは、本当に大きな仕事ではないかと思います。住民自

治は義務ではなくて権利なのだと思うのです。自分たちの地域のことを自分たちが考えて

よくしていくというのは、住民の権利なのです。やはり先生がおっしゃったようにその辺を

小さなときから教えていく必要があるのではないかと思います。 

 今一番困ったと思っているのが、本当はそういう住民の方の自治の力なり意識をつくっ

てから行政が退けばいいのですが、今はどちらかというと、もう行財政が逼迫して、職員数

も減っていきますから、あとは自分たちでやってくださいねという投げ出し方をしている

ところもあるのです。自治の力も育ってない、住民の意識も育っていないという状況がある

わけです。ですから、私はこれからの行政の仕事というのはそういう住民自治の力を住民の

人と一緒に培っていくことではないかと思っています。 

○嵯峨壱朗委員長 簡潔にお願いいたします。 



○千葉康一郎委員 簡潔にやっていきます。 

 地域主権とか、地方分権とかさまざまありますけれども、とにかく行政の役割というのは、

これが原点だと思うのです。御存じかと思いますけれども、それを率先してやっている町と

して、私たちの身近なところである一関市の近くに藤沢町というところがあるのです。あそ

こは早い時期から自治会を組織しまして、地域づくりを行い、各地域で計画を立てて、それ

を政策に結びつけていくということをやってきた町です。そういうところもありますので、

そこも調査していただいて、先生のほうから事例発表をやっていただきたいということを

お願いします。 

○大泉太由子講師 わかりました。藤沢町の話は聞いていたのですけれども、実際に行った

ことがないので、ぜひ機会を見つけてお話を伺いたいと思います。 

○及川あつし委員 大泉主任研究員さんには、日ごろ悶々としているのが少し頭が整理さ

れた感じがしました。御礼を申し上げたいと思います。 

 パワーポイントの９ページ目に東北の集落の現況がございまして、私も不勉強だったの

ですが、西高東低という話をきょう初めて伺いました。中国地方が 50 年で経験した過疎化・

高齢化を東北は 20 年で経験するということなのですが、どういう歴史的な背景でこういう

状況が生まれたのか、マクロ分析か何かあれば教えていただきたいというのが１点目です。 

 ２点目は、きょういろいろなコミュニティビジネスの事例をお伺いしました。非常に楽し

く、また参考になるなと思って聞いておりましたけれども、疑問としてもございますし、今

課題としてもいろいろ研究されているようでありましたけれども、きょう御紹介いただい

た事例のすべては、それなりにイニシャルコストがかかるような事業、ビジネスなのかなと

思っております。結局のところこれに対しての資金調達について、いろいろな場面で私も相

談を受けていますけれども、金融機関もまだＮＰＯの事業に対しては貸し出し姿勢が前向

きではないと思いますし、それではファンドがあるかといえば、岩手県ではインチキファン

ドができて公金をくすねて消えてしまったという事例もあって、まともなＮＰＯやこのよ

うなコミュニティビジネスに対するファンドもないわけです。こうした中で成功してきた

いろいろなコミュニティビジネスの事例、資金調達の面ではどういった形があったのか、参

考になる事例があれば教えていただきたいと思います。 

 後は、東北こんそということで、地域づくりファンドもまたやられるようですけれども、

どういう考え方で取り組まれようとしているのか、何か、参考のために教えていただきたい

と思います。 

○大泉太由子講師 まず１点目なのですけれども、西高東低で人口減少と高齢化がやって

きたというのは、実は中国地域では 1963 年に三八豪雪というのがありまして、大雪に見舞

われたのです。それを契機に過疎化がどんどん進んできたというようことでございます。東

北地域に関しましては恐らく 1995 年くらいをピークに下がってきているということで、50

年かかったところを 20 年ちょっとかけているということでございます。 

 ２点目ですけれども、資金調達の面で、本当にお金がないのです。国の補助とか県の補助



の合わせわざでやっているという感じです。ただ、これからは、なんでもやの例にあります

ように自分たちで出資していくということが必要なのではないかというふうに思います。

大きな箱物は難しいけれども、小さなお店やレストランなど、それは自分たちで出していく

ようにならなければいけないのではないかと思います。 

 それから、東北こんそのコミュニティファンドについては、実はまだ検討に入っておりま

せん。企業、金融機関、ＮＰＯ、国、県、市町村、大学研究機関のネットワークを組んでお

りますので、少しずつ資金を集めて地域づくりファンドのようなものをつくって、地域の住

民自治組織なり地域づくり活動に支援していこうという構想でございますけれども、まだ

具体的にお金を集めているわけでもありません。 

○飯澤匡委員 この委員会で初めて発言するかもしれません。先ほど及川委員の発言にあ

りましたように、私もコミュニティの件については非常にいろいろな疑問点やら課題が自

分の中にもあったのが、系統立てて明確化、クリアになったような気がします。本当にあり

がとうございます。 

 きょうの話を聞いて改めて感じたのは、やはり日本人というのはすばらしいなというこ

とです。何か足りないものがあったら自分たちの工夫で何とかしようとすること、前へ一歩

踏み出すという、そういう力がやはりあるのだなというのを感じましたし、ここで思い出し

たのは自治体の海外研修でロサンゼルスの防災の研修に行ったら、まさに多民族国家の中

では組織や体制がいかに脆弱なものかというのがよくわかりまして、そこでやはり日本人

の組織化をする手だて、いろいろなものを前向きにとらえる力というのはすばらしいと改

めて感じた次第です。 

 それから、もう一点確認したのは、私の地域は自治会できちんと 10 年間の地域振興計画

を立ててやっているところで、そうするといろいろな人を巻き込んで計画を実行しようと

いう力が出てくるわけです。その中に私も引き込まれて、土地改良計画だとか、それから上

水道の引き込みだとか、行政に関することもその計画をもとにやりますので、住民の方々が

一定の人だけではなくてかわるがわる出てくるわけです。こういうことに、我々は弱いので

す。何とかしようという気持ちになります。 

 そういうようなことを前提としながら、 後に行政とのかかわりなのですが、先生もおっ

しゃったようにこれからの行政のかかわりがどのように自治会にタッチしていくのかとい

うのが大きな課題だと思うのです。いろいろな制度があります。流れとして、これからは交

付金制度という格好になってきて、基礎自治体でも選択を迫られるわけです。そうなったと

きに行政がやる気のあるところだけに注入をして、差別化を図ったほうがいいのか、そのや

り方自体が非常に大きな課題だと思うのです。ある一方で、我々は知りませんが、宝くじの

振興基金だとか、目に見えないところで勘の鋭いところはそういう基金をいただいて地域

の振興に役立てています。その辺のいろいろなメニューをワンストップでどこかに行って

明らかにしていく必要があると思いますので、その点についてどのような所感を持たれる

のか、お聞きしたいと思います。 



 それから、嫁不足から外国人の方が結構いらしています。私の地域は社会問題になってい

ないのですが、私はこの人にはあと 10 年はもたいないなと、食料不足になったときに、あ

る日突然いろいろな同化政策で来る可能性もあるかもしれないと、悲観的な考え方もする

のですが、これをある意味中山間地にとっては、大きいとまではいかないけれども課題でも

あると思うのです。今の法律ではハードルが高いということで、なかなか政治にも参加でき

るような状況にはないので、この点についても所感をいただきたい。どのような課題認識等

を持たれているのか、よろしくお願いします。 

○大泉太由子講師 まず、行政とのかかわりということで、行政が選択と集中ということで、

やる気のあるところに集中して支援していくのかどうかということなのですけれども、私

は基本的に行政はどうしても自分たちの力でできないというところをサポートするべきだ

と思うのです。やはりそこに行政の力を集中していくべきではないかと個人的には思って

います。やる気のあるところは、例えば先ほどの中間支援組織のようなところにファンドの

ようなものをつくって、そこを利用しながら資金的な支援を受けながら活動していくこと

もできるわけなので、行政は自分たちの力ではできない、いわゆる限界集落的なところもあ

るかもしれないのですが、そういうところを丁寧にサポートしていくということが仕事で

はないかと思います。ある意味モデル地区をつくって、そこに集中的にマンパワーや資金を

寄せて、そのモデル地区のやり方をほかの地域、地区に波及させていくというやり方ももち

ろんあるにはあるけれども、基本的に行政は下支えにならなければいけないのではないか

と思っています。 

 それから、今いろいろ国とか事業の資金があるのですけれども、この間、東北圏地域づく

りコンソーシアムの研究会がありまして、省庁の方に来ていただいてこのような事業メニ

ューがありますよというふうに紹介していただいたのです。確かにいろいろあるのです。こ

んなの知らなかったと思うようなものもたくさんあって、三つの省庁の方がいたのですけ

れども、実はお互いにどのようなメニューがあるのかは知らないのです。そういう状況なの

で、地域の中で一括して全部ワンストップで把握するというのはかなり難しいことではあ

ると思うのです。でも、やらないとだめですよね。どこでやるかというと、やはり私は県レ

ベルではないのかなと、県でそういった情報や事業メニューを全部集約して自治体を通じ

ていろいろな住民組織に情報提供をしていくという仕組みが必要になるのではないかと思

います。その情報のアンテナが高いかどうかというのでも随分地域差が出てくるような気

はいたしております。 

 それから外国人のことなのですけれども、参政権の問題なのかどうか。 

○飯澤匡委員 その点は触れないです。 

○大泉太由子講師 わからないのですけれども、でも今の暮らしの問題を話し合う、コミュ

ニティの話し合いにはぜひ参加してもらえるように声がけをしていくべきだと思います。

そういうきっかけづくり、場づくりは必要であるだろうと思います。多分お嫁さんに来た方

など、女性が多いのだと思うのです。婦人会なんかにも参加していただいて、そういうとこ



ろで仲間づくりをしていくという、本当に草の根のつき合いから始めなければいけないと

思っております。 

○飯澤匡委員 誤解のないように、少しだけ。３番目の質問ですけれども、結構うまくいっ

ているのです。しかし、問題はやはり 10 年先、20 年先にどうなるかということなのです。

これはまだ余り問題が顕在化していかないし、ある意味余り名誉なことでもないのですが、

いつの間にかいなくなっただとか、そういうことが、これは個人の問題でしょうけれども、

コミュニティの中でやはりいつかは触れなければならないことなので、何らかの形で今、い

ろいろな機関がサポートをしているような状況ですけれども、まだまだ足りないので、そこ

のところをどうやったらいいのかという部分について悩みもあって先生に所感をお願いし

た、そういうことです。 

○久保孝喜委員 ありがとうございました。３点ほど簡潔にお尋ねをしたいと思いますが、

一つ目は今の民主党政権になってから地域主権改革ということが大変注目をされて押し出

していましたが、 近ちょっと熱がなくなってきたような感じもしますけれども、工程表が

示されていますが、地域コミュニティとのかかわりの中で、大泉さんはどんなところに期待

を寄せているのか、この改革の流れの中で、コミュニティとの関係の何に期待をされている

のかというのが１点目です。 

 二つ目は、本県にあっては達増県政になってから県として初めてコミュニティの実態調

査なんかをしたということもありますし、あるいはコミュニティ 100 選ということで顕彰

事業のようなことをやっているのですが、現在の県の施策で大泉さんが注目している点が

あればどのようなことなのか。あわせて、先ほど住田町の例が出されましたが、地域づくり

に関して県内でここはちょっと注目だぞというようなところがあれば、この際教えていた

だきたいと思います。 

 三つ目は、先ほどの話にもありましたが、限界集落という言葉についてです。私は個人的

にはこの言葉は、学者や研究者の皆さん方の中で使われる分にはいいような気もするので

すが、どうも行政の中でだとか、私たちが口にしてしまうと何かちょっと違和感をずっと引

きずったままなものですから、大泉さんの組織を含めて限界集落という言葉についてはど

のような御議論があったり、あるいは大泉さん自身がどうお感じになっているのか、その辺

をぜひお聞かせをいただきたいと思います。 

○大泉太由子講師 まず１点目は、地域主権改革の話ですけれども、不勉強で概要を余り押

さえていないのですけれども、基礎自治体に権限移譲と一括交付金というようなことです

ね。心配なのは、基礎自治体がそれをコミュニティにどういうふうに使うのか、その辺に興

味がありまして、基礎自治体のほうが今後どうかかわっていくか、コミュニティに対する基

礎自治体の縦割り構造をどういうふうになくしていくかとか、支援体制をどうつくってい

くかというようなところにかなり注目はしております。 

 それから、２番目に県の事業なのですけれども、岩手県さんはいろいろやっていらっしゃ

います。ホームページで集落実態調査なんかも拝見いたしました。草の根コミュニティ再生



支援事業もやられていますね。集落調査というのは、これから県の仕事としてきちんとやっ

ていかなくてはいけないのではないかなと思っています。実は基礎自治体のほうは、集落よ

りは集落を束ねた住民組織、もっと大きなところに注目していて、基礎自治体が集落調査を

しているというのは案外少ないのです。だから、県のほうでこれはぜひシステム化して続け

ていっていただきたいと思います。 

 それから、地域づくりで注目しているところなのですけれども、私は久慈市の旧山形村の

バッタリー村の地域づくりは、集落の地域づくりのお話をするときに山村の知恵や技術を

生かして、地域に誇りを持って地域づくりをしているということでいろいろなところで事

例として御紹介させていただいております。 

 それから、限界集落という言葉ですけれども、学者である大野先生がつくった言葉がマス

コミ的にかなりクローズアップされてひとり歩きしてしまったというのがあるのです。限

界集落という言葉はなるべく使わないようにしています。自分が限界、集落が限界と思わな

い限り、たとえ高齢者が多くとも、70 代ばかりであろうと、続けていけるのです。だから、

あえて限界集落という言葉は使っておりません。 

〇工藤大輔委員 大変貴重な話をいただきまして、ありがとうございます。岩手やそれぞれ

の地域を見てみますと、やはり地域を守る力であったり支える力というのは十分にある県

なのだというふうに再認識をしながら先生の話を聞かせてもらったのですが、数点お伺い

したいことがあります。 

 先ほど先生がこれからは地域でやれない分野を行政が担うべきなのだという話、飯澤委

員の質問に対してそのようなお答えをされましたが、行政のかかわりという中で中山間地

域と市街地、一つの自治体の中でも全くライフサイクルや習慣が違うような集落とか自治

会があります。そういった中で、私が思うには行政がやれないことをしてしまうと、全く生

活の背景が違いますから、必要だと思うことと、あとはなくて納得しているもの、なくて必

要としているものというのは全くその目的とか必要性が違うと思いますので、行政という

のはメニュー方式がいいのか、あるいは先生の言った４点セット、これはまさに必要だと思

いますが、一括交付金のような形のやり方がいいのではないのかなと思いますが、改めて行

政・地域とのかかわりについてどういったものがいいのかということについてお話をして

いただきたいと思います。 

 特にも感じるのは、市であれば担当の職員を置くというのはいいことだと思いますが、町

村だと意外とその地域の集落ごとに職員がいるのです。しかし、役場職員ほどなかなかかか

わらないのです。行政の仕事のやり方や人、役場内のことを一番知っているのに、その地域

に何が必要なのかということについて、自治会の役員会の中にも入ってこなかったり、そう

いう傾向があるのではないかと思います。参加するとすれば役場を退職してから部落会長

に推されてついたりというのがあって、そのような傾向があるのではないかと、もったいな

いと思うこともあるのです。うちの地域はその傾向にあるのですが、その役場職員のかかわ

りというものがあればひとつお願いしたいと思います。 



○大泉太由子講師 初に、行政がコミュニティにどうかかわるかということだったと思

うのですけれども、補完性の原則というのがあります。住民がその自治力で地域の暮らしに

ついて考えて実践していく、それがベースにあって住民ができないことを行政がやる、基礎

自治体がやる、基礎自治体ができないことを次に県レベルの自治体がやるということなの

だと思います。ですから、その自治体によって、コミュニティによってどこまでやれるかと

いうのは一律には言えないので、それこそ行政はコミュニティのほうにきちんと目配りを

して、このコミュニティにはどういうサポートが必要かということを考えていかなくては

いけないと思います。 

 それから、 後は行政職員の方の意識の問題、地域のために汗水流して一生懸命やってい

る職員の方もいます。いろいろなプロジェクトに私もかかわっているけれども、本当に頭が

下がるくらい一生懸命やっている人がいると思えば、そうでない人もいます。それはもう今

の時点では仕方がないのだと思うのですけれども、そういう意味で行政職員の意識づくり

のための研修や勉強というのをきちんとやっていく必要があるのかなと思っております。 

○工藤大輔委員 これまでは自治体の政策判断というのは何を基準にしていたかというと、

国がいろいろな施策のメニューをつくって率のいいもの、要は国がやりたいものを、例えば

学校耐震化なんかはそうなのですが、何か問題があると国は率のいい補助メニューをつく

って準備をします。そうすると、前からやりたい自治体はあったのに、一斉にそれを目指し

て各自治体は政策判断としてそれを実行するという傾向にあったと思いますが、やはりそ

れではいけないのだという思いを強く持っています。先生の所感として国の政策のメニュ

ーのつくり方やあり方をどのようにお考えになっているのか、 後にお伺いをしたいと思

います。 

○大泉太由子講師 国の政策のメニュー、お金があったときには、もうこれでもかというく

らいのハード的なメニューがたくさんあったのですけれども、今、国も政策転換をしている

のだと思うのです。ハードメニューではなくて、ソフトメニューにかなりシフトしています。

けれども、国もどうしたらいいかというアイデアや知恵がないのです。だから、いろいろな

省庁で同じようなメニューを出しているという状況だと思います。 

 そのメニューもトレンドがあるのです。本当は必要ないのかもしれないけれども、とりあ

えずお金が欲しいからということで、それに従って自治体のほうもそのメニューのとおり

に行う。そうするとどうなるかというと、地域経営ということで見ると全体的なバランスが

とれていない、いびつなものになっているのだと思うのです。だから、これからの地域経営

は、きちんと地域を見据えて、地域にとって必要な事業メニューを選んで持ってくるくらい

の才覚や見識が求められていくだろうと思います。自治体の能力が、この委員会の課題であ

る地域格差につながっていく可能性もあるのかなというふうに思います。 

○柳村岩見委員 後のようですから、質問ではありません。感想と激励であります。 

 役場で地域活性化事業というふうな事業を地域に入れていく。そのときに東京から講師

の方が来られて、その方は地域活性化の取り組みや方法論の入り口の部分について講演を



された。ある講座は懇親会あり、それは役場から補助が出る。個人負担はない。この分野に

いろいろな講師の先生がおられて、こちらでも地域活性化の次の点について考えておりま

すと言うと、ほんじゃ飲もうということで、それもよく飲む、話さないでよく飲む、さあ、

離れない、帰らない。まあ、いろいろな方がおられる。先生の団体のように、この分野にい

ろいろな方がおられる。特に大別して准教授ぐらいの方が非常に悪い。責任もないし、大学

の中に籍を置いて研究をし、どう監査を受けて、縛りを受けていて、どう緊張感を持って生

きているか。研究なんて余り緊張したらいいアイディアが出ない、作家はデリケートだなん

て息巻いてのんびりとやっているという方法もあるかもしれませんが、非常に問題がある

と思います。先生、私はそういう実感を感じたことがありまして、滝沢村役場の地域活性化

事業が３年ほど前に地域に入った、そんな経験がありまして、やはり非常にこの分野は幅が

広い切り口があって、そのためにいろいろなタイプの方が講師という形で来られたりする

ので、先生の団体、先生御自身で頑張って、真っ正面からきちんと取り組んでいただきたい、

このやりとりを聞いていてそういう実感を持ちましたので、そのようにしていただけるよ

うに、激励です。 

○大泉太由子講師 ありがとうございます。 

○嵯峨壱朗委員長 ほかによろしいでしょうか。 

 （「なし」と呼ぶ者あり） 

○嵯峨壱朗委員長 それでは、大変どうもありがとうございました。いろいろなことが整理

されたと思っておりますので、ありがとうございます。 

 ほかにないようですので、本日の調査はこれをもって終了させていただきたいと思いま

す。 

 大泉先生には大変ありがとうございます。御退席をいただいて、本日は多忙なところ大変

ありがとうございました。また、今後ともよろしくお願いいたします。 

 委員の皆様には次回の委員会の運営等について御相談がありますので、しばしお残り願

いたいと思います。 

 次に、来年１月に予定しております閉会中の委員会についてでありますけれども、 後の

委員会となりますので、当委員会の委員長報告について協議したいと思いますが、これに御

異議はございませんでしょうか。 

（「異議なし」と呼ぶ者あり） 

○嵯峨壱朗委員長 御異議なしと認め、さよう決定いたしました。 

 次に、当委員会の県内調査についてですが、さきに通知しておりますとおり９月 16 日に

実施したいと思いますので、御参加を願います。 

 以上をもって本日の日程は全部終了いたしました。 

 本日はこれをもって散会いたします。大変どうもありがとうございます。 


